
部局名：土木部 H24.3.31 現在

番号 所管部局
所管課

（地方機関名）
契約締結日 契約の名称 契約金額（円） 契約の相手先、住所、氏名

随意契約とした理由
（具体的かつ詳細に記載）

地方自治法施行令
適用条項

1 土木部 監理課 H23.4.1
建設業情報管理シス
テム電算処理業務

システム基本料
＠52,500円/月
建設業許可電算
処理料
＠2,100円/件
経営事項審査電
算処理料
＠670円/件

東京都中央区築地2丁目11
番24号
財団法人　建設業情報管理
センター
理事長　松井　邦彦

建設業者の許可及び経営事項審査にかかるシステムを開発・
運営・管理しているのが(財)建設業情報管理センターであり、
国及び各都道府県は同センターへ業務委託している。また、
他に同様のデータを扱っている業者がないことや、同センター
は単価を全国統一単価としていることから、随意契約を行う。

第167条の2
第1項第2号

2 土木部 監理課 H23.4.1
経営事項審査等業務
委託

2,547,132
長崎市桜町3番12号
長崎県行政書士会
会長　森田　忠幸

審査に当たっては建設業法をはじめとする幅広い法律の専門
知識が必要であるが、行政書士は、行政全般に亘る許認可等
の申請書類の作成・提出に精通していることから審査要員とし
て最も相応しい専門職業家と判断される。
また、本審査においては高度な専門性、豊富な経験及び的確
な判断力が要求されるとともに、毎年3,000件を超える多数の
申請を処理する必要があるため、該当期間中、一定の質及び
量の審査要員を安定的に確保することが不可欠であるが、行
政書士会は県下大多数の行政書士を擁し、関係専門業務全
般に亘り指導的、調整的役務を担っていることから本業務で求
められる人材の供給ならびに審査水準及び公平性の維持が
可能であり、また他に同等以上の委託先を見出すことも現実
的に困難であるため。

第167条の2
第1項第2号

3 土木部 建設企画課 H23.4.1

工事実績情報サービ
ス及び測量調査設計
業務実績情報サービ
ス利用

2,362,500

東京都港区赤坂7-10-20
財団法人　日本建設情報総
合センター
理事長　門松　武

本サービスを提供しているのは、唯一、財団法人　日本建設
情報総合センターだけであるため。

第167条の2
第1項第2号

4 土木部 建設企画課 H23.4.1
企業情報（発注者支
援データベースシステ
ム）の利用

1,890,000

東京都千代田区二番町3
財団法人　建設業技術者セ
ンター
理事長　三谷　浩

本サービスを提供しているのは、唯一、財団法人　建設業技
術者センターだけであるため。

第167条の2
第1項第2号

5 土木部 建設企画課 H23.4.1
公共事業技術情報シ
ステム運用管理業務
委託

11,025,000
長崎市栄町5-11
株式会社　ＮＤＫＣＯＭ
代表取締役　中野　一英

システムの著作権を株式会社　ＮＤＫＣＯＭが保有しているた
め、他業者では業務を執行できない。

第167条の2
第1項第2号

平成２３年度　限度額を超えた随意契約一覧表

※随意契約の限度額（予定価格）　①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥その他 100万円
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6 土木部 建設企画課 H23.4.1
業者管理・工事執行
管理システム維持管
理業務委託

4,945,500

長崎市万才町7-1
日本電気株式会社　長崎支
店
支店長　田中　大吾

システムの著作権を日本電気株式会社が保有しているため、
他業者では業務を執行できない。

第167条の2
第1項第2号

7 土木部 建設企画課 H23.4.1
公共事業技術情報シ
ステム維持管理業務
委託

2,131,500
長崎市栄町5-11
株式会社　ＮＤＫＣＯＭ
代表取締役　中野　一英

システムの著作権を株式会社　ＮＤＫＣＯＭが保有しているた
め、他業者では業務を執行できない。

第167条の2
第1項第2号

8 土木部 建設企画課 H23.4.1
土木工事積算システ
ム維持管理業務委託

30,030,000
長崎市出来大工町36
扇精光株式会社
代表取締役　扇　健二

システムの著作権を扇精光株式会社が保有しているため、他
業者では業務を執行できない。

第167条の2
第1項第2号

9 土木部 建設企画課 H23.4.1
プログラムサポート
サービス契約

2,362,500

東京都港区赤坂7-10-20
財団法人　日本建設情報総
合センター
理事長　門松　武

本サービスを提供しているのは、唯一、財団法人　日本建設
情報総合センターだけであるため。

第167条の2
第1項第2号

10 土木部 建設企画課 H23.4.11
土木部職員等専門研
修業務委託

9,999,150

大村市池田2-1311-3
財団法人　長崎県建設技術
研究センター
理事長　中村　正

土木関係職員の研修を行っているのは、県内で唯一、財団法
人　長崎県建設技術研究センターだけであるため。

第167条の2
第1項第2号

11 土木部 建設企画課 H23.5.24
総合評価審査補助業
務委託

29,779,050

大村市池田2-1311-3
財団法人　長崎県建設技術
研究センター
理事長　中村　正

県の土木行政に精通し、総合評価方式について知識が豊富
な技術者を擁している。行政代行機関としての信頼もあり、当
センター以外に委託先はない。

第167条の2
第1項第2号

12 土木部 建設企画課 H23.6.27
公共事業技術情報シ
ステム改修業務委託

1,785,000
長崎市栄町5-11
株式会社　ＮＤＫＣＯＭ
代表取締役　中野　一英

システムの著作権を株式会社　ＮＤＫＣＯＭが保有しているた
め、他業者では業務を執行できない。

第167条の2
第1項第2号

13 土木部 建設企画課 H23.7.19
用地管理システム改
修業務委託

2,163,000
長崎市西坂町2-3
富士通株式会社　長崎支店
支店長　横枕　誠治

システムの著作権を富士通株式会社が保有しているため、他
業者では業務を執行できない。

第167条の2
第1項第2号

14 土木部 建設企画課 H23.7.29
委託業務電子成果品
登録保管業務委託

7,198,800

大村市池田2-1311-3
財団法人　長崎県建設技術
研究センター
理事長　中村　正

電子成果品の登録業務の過程で個人情報を知りえるものであ
ることから、守秘性を保持する必要がある。財団法人　長崎県
建設技術研究センターは行政の代行機関としての信頼がお
け、守秘性が保持できる機関であり、当センター以外に委託先
はない。

第167条の2
第1項第2号

※随意契約の限度額（予定価格）　①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥その他 100万円
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15 土木部 建設企画課 H23.8.2
「土木の日」パネル展
企画業務委託

1,711,500
長崎市栄町5-5
株式会社　創見
代表取締役　早田　利充

「土木の日」イベントは、「土木」そのものの魅力を広く県民の
皆さんに理解して貰うため、国・県・大学その他関係団体が
「土木の日」実行委員会として一体的に取り組んでいるもので
あり、イベント全体の企画・運営は実行委員会が業務委託して
いる業者が行っている。
長崎県は各種イベントの一つを担当しており、土木の日イベン
トとして、企画全体との調整等が必要となるため、実行委員会
が業務委託している業者と契約を行う。

第167条の2
第1項第2号

16 土木部 建設企画課 H23.8.31
公共事業技術情報シ
ステム用サーバ機賃
貸借（再リース）

1,336,314
福岡市博多区東比恵3-1-2
富士通リース株式会社
九州支店長　高橋　謙二

富士通リース(株)より賃貸借している機器の再リースのため、
他の業者との契約を行うことができない。

第167条の2
第1項第2号

17 土木部 建設企画課 H23.9.29
委託業務成果品整理
業務委託

6,510,000

大村市池田2-1311-3
財団法人　長崎県建設技術
研究センター
理事長　中村　正

電子成果品のデータの移し替えの過程で個人情報を知りえる
ものであることから、守秘性を保持する必要がある。財団法人
長崎県建設技術研究センターは行政の代行機関としての信頼
がおけ、守秘性が保持できる機関であり、当センター以外に委
託先はない。

第167条の2
第1項第2号

18 土木部 都市計画課 H23.4.1
長崎県違反広告物除
却推進運動事務委託

1,188,000
佐世保市高砂町5-17
佐世保市保健環境連合会
会長　三宅　禎太郎

屋外広告物法に基づいて、知事の権限の一部を委任した違反
広告物除却推進員を構成員とする当該連合会に相手方が限
定されるため。

第167条の2
第1項第2号

※随意契約の限度額（予定価格）　①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥その他 100万円
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19 土木部 都市計画課 H23.4.1

ＪＲ長崎本線連続立
体交差事業に関する
平成２３年度実施協
定

1,740,121,000
福岡市博多区博多駅前三丁
目25番21号
九州旅客鉄道株式会社

・　本業務は、ＪＲ長崎本線連続立体交差事業に伴いＪＲ長崎
本線の高架化に関する設計、ＪＲ佐世保線早岐駅に移転する
車両基地の設計・工事を行うものであるが、詳細設計の対象と
なる本線及び車両基地の施設管理者は九州旅客鉄道株式会
社であり、列車の安全運行確保の観点等から、施設の設計条
件や構造形式を決定する権限が九州旅客鉄道株式会社にあ
ること。
・　業務を実施するうえで、列車の営業運転を行っている鉄道
事業用地内への立入りが必要であり、列車の安全運行の確保
及び作業員の安全確保が必要であること。
・　鉄道施設は、土木、建築、電気、信号、通信等の様々な施
設があり、設計・工事を実施するうえでは、九州旅客鉄道株式
会社の有する個別施設の専門的な技術力と、それらを俯瞰的
に判断する総合的な技術力が不可欠であること。
・　業務を実施するうえでは、施設管理者である九州旅客鉄道
株式会社内部の、施設部門、運輸部門、電気部門等関連する
部局の内部調整が不可欠であること。

 なお本協定は、鉄道の高架化を行うための鉄道事業者に対
する補償である。

第167条の2
第1項第2号

20 土木部 都市計画課 H23.7.20
都市計画の見直しに
関する基礎調査委託
（雲仙市）

5,241,000
雲仙市吾妻町牛口名714番
地
雲仙市長　奥村 愼太郎

本調査は、都市計画法第6条に基づき人口・環境・建物・住宅
の状況を把握し、土地利用、施設整備計画の検討を行う際の
基礎資料を得るために実施するものである。本調査は、都市
計画法第6条に県が行うものと定められているが、現地に精通
した当該市町の職員が直接業務に当たることにより調査精度
の向上が図れるため、県から雲仙市へ委託する方法で実施す
る。

第167条の2
第1項第2号

※随意契約の限度額（予定価格）　①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥その他 100万円
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21 土木部
都市計画課
（長崎鉄道高架
整備事務所）

H23.8.19
ＪＲ長崎本線連続立
体交差事業
（不動産鑑定業務）

1,078,350
長崎市築町１番19号
長崎総合鑑定株式会社
代表取締役 渡 辺  泰 輔

①不動産鑑定評価を行うことができる者は、「不動産の鑑定評
価に関する法律」第２条第３項に規定する不動産鑑定業者に
限定され、その報酬額は、国の基準に準拠した「公共事業に
係る不動産鑑定報酬基準」（昭和54年７月27日土木部長通
知）により定められている。
②不動産鑑定評価額は、公共事業の用地取得価格を決定す
るときに最も重視し、用地取得価格が適正であるかどうかを左
右するものであり、より高度の信頼性が求められる。
③公共事業の用地取得価格は、国の公示価格や県の調査価
格とも整合する必要がある。
④このため、公示価格や調査価格の鑑定実績があり、さらに
は、鑑定地周辺の土地の鑑定に実績のある鑑定士あるいは
事情に詳しい鑑定士に鑑定させることが、より信頼性の高い
鑑定評価額を得ることができる。
⑤長崎総合鑑定㈱（渡辺鑑定士）は、当鉄道高架事業におい
て、周辺地区の鑑定実績及び、近隣の公示価格及び調査価
格の鑑定実績があり、より信頼性の高い鑑定評価を得ること
ができる。
以上により、その性質及び目的が競争入札に適しないため、
長崎総合鑑定㈱（渡辺鑑定士）と随意契約を行う。

第167条の2
第1項第2号

※随意契約の限度額（予定価格）　①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥その他 100万円
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22 土木部
都市計画課
（長崎鉄道高架
整備事務所）

H23.11.28
早岐駅周辺整備事業
（不動産鑑定業務）

1,333,080

長崎市興善町２番３１号
一般財団法人　日本不動産
研究所　長崎支所
支所長　萩 野  和 伸

①不動産鑑定評価を行うことができる者は、「不動産の鑑定評
価に関する法律」第２条第３項に規定する不動産鑑定業者に
限定され、その報酬額は、国の基準に準拠した「公共事業に
係る不動産鑑定報酬基準」（昭和54年７月27日土木部長通
知）により定められている。
②不動産鑑定評価額は、公共事業の用地取得価格を決定す
るときに最も重視し、用地取得価格が適正であるかどうかを左
右するものであり、より高度の信頼性が求められる。
③公共事業の用地取得価格は、国の公示価格や県の調査価
格とも整合する必要がある。
④このため、公示価格や調査価格の鑑定実績があり、さらに
は、鑑定地周辺の土地の鑑定に実績のある鑑定士あるいは
事情に詳しい鑑定士に鑑定させることが、より信頼性の高い
鑑定評価額を得ることができる。
⑤一般財団法人日本不動産研究所長崎支所は、公示価格等
に鑑定実績があり、今回鑑定を行う佐世保市早岐町周辺の事
情に詳しく、過去においても鑑定実績があり、より信頼性の高
い鑑定評価を得ることができる。
以上により、その性質及び目的が競争入札に適しないため、
一般財団法人日本不動産研究所長崎支所と随意契約を行う。

第167条の2
第1項第2号

23 土木部 道路維持課 H23.4.1
道路交通情報業務委
託

14,391,300

東京都千代田区飯田橋1-5-
10
財団法人　日本道路交通情
報センター
理事長　矢代　隆義

財団法人　日本道路交通情報センターは、全国の道路交通情
報を収集・分析・提供する目的で設立された唯一の機関であ
り、国土交通省、４７都道府県等の地方公共団体及び旧道路
関係公団と委託契約を締結しており、他に当該業務を委託で
きる機関はないため。

第167条の2
第1項　第2号

※随意契約の限度額（予定価格）　①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥その他 100万円



部局名：土木部 H24.3.31 現在

番号 所管部局
所管課

（地方機関名）
契約締結日 契約の名称 契約金額（円） 契約の相手先、住所、氏名

随意契約とした理由
（具体的かつ詳細に記載）

地方自治法施行令
適用条項

平成２３年度　限度額を超えた随意契約一覧表

24 土木部 道路維持課 H23.4.1
平成２３年度　工事図
書・完成図書登録保
管業務委託

11,546,850

大村市池田2丁目1311番地3
財団法人　長崎県建設技術
研究センター
理事長　中村　正

　本県では、道路・街路の完成時の図面類や写真などを一元的に整理
保管し情報の共有化を図ることにより、効率的で安全な維持管理に資
するよう、平成２２年１１月に「長崎県道路・街路にかかる工事図書・完
成図書作成要領」を定めた。
　本業務は、この要領に基づき、工事の完成図面、工事写真、設計報
告書等から構成される工事図書、完成図書を電子データとして登録・保
管し、必要な時、速やかに道路管理者に資料を提供出来るようにする
ものである。
　本業務の遂行に当たっては、データを半永久的に登録保管し、今後
の道路・街路を効率的に維持管理していくための情報を円滑に道路管
理者に提供しなければならないため、長期にわたる継続性と確実性が
必要となり、同一の組織が継続的に実施することが望まれる。また、工
事図書・完成図書データを登録するに当たり、データの信頼性を確保す
るため、帳票に書かれている内容のチェック、図面、品質管理資料の
チェックなどを行わなければならず、長崎県発注工事の設計図書、施
工管理に関する専門的な知識を有していなければならない。更には、
工事図書・完成図書を作成する区間における道路構造物の構造計算
書なども必要不可欠であるため、委託業務成果品（地質調査報告書、
構造計算書等）のデータとの連携も必要となる。
　（財）長崎県建設技術センターは、県内の建設事業一般に関する公益
法人として、公平・中立的な立場において、建設事業に関する企画・計
画・調査等を行っており、長崎県発注工事における積算技術業務、工
事監督補助業務などを実施しているため、長崎県発注工事の設計図
書、施工管理方法などに関する専門的な知識を有している。また、委託
業務の成果品登録業務は、平成１２年度より（財）長崎県建設技術研究
センターが行っており、委託業務の成果品データとの連携が可能であ
る。
　以上の理由により、（財）長崎県建設技術研究センターは本業務を継
続的且つ確実に遂行出来る唯一の機関である。
　以上の理由から、地方自治法施行令第167条の2第1項第2号｢～（中
略）～契約でその性質又は目的が競争入札に適しないものとするとき｣
により、(財)長崎県建設技術研究センターを契約の相手方として特定す
る。

第167条の2
第1項　第2号

25 土木部 道路維持課 H23.6.24

23単起災防第1101-1
号
生月大橋損傷原因究
明検討業務委託

44,940,000
長崎市旭町5-1（株）長大長
崎事務所
所長  池 田  武 士

当業務は、技術的に高度で非定型な業務であり、プロポーザ
ル方式でのコンサルタント特定が妥当であった。このため、６
社を選定し技術提案書の提出を依頼したところ、５社から提出
がなされ、建設コンサルタント選定委員会において内容を評価
した結果、実施方針及び手法等に優れた（株）長大を特定する
に至った。これに基づき、随意契約するものである。

第167条の2
第1項第2号

※随意契約の限度額（予定価格）　①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥その他 100万円



部局名：土木部 H24.3.31 現在

番号 所管部局
所管課

（地方機関名）
契約締結日 契約の名称 契約金額（円） 契約の相手先、住所、氏名

随意契約とした理由
（具体的かつ詳細に記載）

地方自治法施行令
適用条項

平成２３年度　限度額を超えた随意契約一覧表

26 土木部 道路維持課 H23.7.15

23単起災防
第1101-2号
耐候性鋼橋梁の健全
度評価法に関する調
査検討業務（その１）

6,646,500

東京都台東区台東1-6-4
（財）土木研究センター
　理事長職務代行
　　中村　亮

・本業務は、県内に架設された耐候性鋼材を使用した橋梁の
現地調査を行い、腐食量等を測定し、耐候性鋼材の健全性を
評価するものであるが、非常に高い技術力を要求される。
・上記のような業務は、一般の建設コンサルタントでは実績が
なく、鉄鋼メーカーの研究所や関連調査会社などは実績はあ
るが、使用鋼材が特定され著しく中立性を欠く。
・本業務の遂行に当たっては、耐候性鋼材に関して、幅広い見
識が必要となる。また、継続的な調査を実施し、橋梁の変状を
的確に把握する必要があるため、同一の組織が同一の着眼
点で継続的に実施することが必要不可欠となる。・財団法人土
木研究センターは、耐候性鋼材を使用した橋梁の調査・研究
を行っており、多くの実績がある中立性の高い唯一の研究機
関である。
・以上の理由により、耐候性鋼材に対して幅広い見識を持ち、
また、調査・研究の実績を有する財団法人土木研究センター
は、唯一業務を遂行できる機関である。

第167条の2
第1項第2号

27 土木部 道路維持課 H23.8.1
長崎県橋梁概略点検
支援業務委託

5,535,600

大村市池田2丁目1311番地3
財団法人　長崎県建設技術
研究センター
理事長　中村　正

平成19年度末、本県では長寿命化修繕計画を策定した。この
中で、橋の健全性の把握のため、定期的に点検を行うこととし
ており、今年度は３６４橋の点検を行う予定である。しかしなが
ら、橋梁点検の実施にあたっては２人以上で回る必要があり、
現在の職員数だけで実施するには多くの日数がかかること、
また経験が浅い職員が劣化の状況判断を行うのは難しいと
いった状況にある。そこで、本業務の遂行にあたっては、県内
の橋梁建設・維持補修に関して豊富な経験を持つ県職OBが
適任であると考えられ、昨年度も県職OBボランティアによる点
検を実施した。
　財団法人　長崎県建設技術研究センターは、県内の建設事
業一般に関する公益法人として公平・中立的な立場におい
て、建設事業に関する企画・計画・調査等を行っており、県職
OBをとりまとめ、期間内に業務遂行ができる機関である。
　また、平成19年度、民間コンサルタントから同様な業務の見
積をとったところ、民間コンサルタントは3,000万円程度かかる
ということであったのに対し、財団法人　長崎県建設技術研究
センターは、県職OB有志による点検業務を行うため、現地点
検の人件費は不要となり、交通費等の230万円程度であった。
県職OB有志により点検業務を行うため、人件費が不要とな
り、交通費がかかるのみであるからである。
　以上の理由から、地方自治法施行令第167条の2第1項第2
号「～（中略）～契約でその性質又は目的が競争入札に適しな
いものとするとき」の理由により、財団法人　長崎県建設技術
研究センターを、契約の相手方として特定する。

第167条の2
第1項　第2号

※随意契約の限度額（予定価格）　①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥その他 100万円



部局名：土木部 H24.3.31 現在

番号 所管部局
所管課

（地方機関名）
契約締結日 契約の名称 契約金額（円） 契約の相手先、住所、氏名

随意契約とした理由
（具体的かつ詳細に記載）

地方自治法施行令
適用条項

平成２３年度　限度額を超えた随意契約一覧表

28 土木部 道路維持課 H23.8.1
長崎県重点維持管理
橋梁点検支援業務委
託

8,266,650

大村市池田2丁目1311番地3
財団法人　長崎県建設技術
研究センター
理事長　中村　正

本県では、橋梁規模が大きい橋梁や、構造が特殊な橋梁を重点維持
管理橋梁と定め、一般橋梁とは差別化して重点的に維持管理を行うこ
ととしている。
　本業務は、この重点維持管理橋梁において、橋梁の重要な部位や損
傷が発生しやすい箇所を定点観測ポイントとして設定し、１年毎に継続
して点検観測（以下、１年点検）を行い、橋梁全体の健全性を把握する
ことを目的としている。今年度は２６橋を予定している。
　本業務の遂行にあたっては、重点維持管理橋梁の現在の状況を十
分に把握していると共に、重点維持管理橋梁に関する設計・施工・維持
管理に関して、幅広い見識が必要となる。また、毎年の点検により、橋
梁の変状を的確に把握することが求められるため、同一の組織が同一
の着眼点で継続的に実施することが必要不可欠となる。
　財団法人　長崎県建設技術研究センターは、県内の建設事業一般に
関する公益法人として公平・中立的な立場において、建設事業に関す
る企画・計画・調査等を行っており、重点維持管理橋梁に関する現場管
理業務実績も豊富で、現在の重点維持管理橋梁の状態を十分に把握
している。
　更には、重点維持管理橋梁の設計施工に携わり、重点維持管理橋梁
に関して幅広い見識と点検能力を持つ県職員OBを必要に応じてボラン
ティアで参集し、橋梁の特性を十分に把握した上での点検観測を行え
る機関でもある。
　以上の理由により、財団法人　長崎県建設技術研究センターは１年
点検を期間内に、かつ継続的に確実に遂行出来る唯一の機関である。
　また、参考までに、平成22年度、民間コンサルタントから同様な業務
の見積をとったところ、民間コンサルタントは700万円程度かかるという
ことであったのに対し、財団法人　長崎県建設技術研究センターは350
万円程度であった。（8橋）
　以上の理由から、地方自治法施行令第167条の2第1項第2号「～（中
略）～契約でその性質又は目的が競争入札に適しないものとするとき」
により、財団法人　長崎県建設技術研究センターを、契約の相手方とし
て特定する。

第167条の2
第1項　第2号

※随意契約の限度額（予定価格）　①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥その他 100万円



部局名：土木部 H24.3.31 現在

番号 所管部局
所管課

（地方機関名）
契約締結日 契約の名称 契約金額（円） 契約の相手先、住所、氏名

随意契約とした理由
（具体的かつ詳細に記載）

地方自治法施行令
適用条項

平成２３年度　限度額を超えた随意契約一覧表

29 土木部 道路維持課 H23.11.4

２３単起災防第１１０１
－１０号　　生月大橋
劣化予防保全検討委
員会運営業務委託

5,565,000
長崎市旭町５－１
株式会社長大　長崎事務所
所長　池田　武士

　平成２１年１２月８日、生月大橋において、トラス部材にひび
われがあることが判明した。復旧については、１２月２５日に応
急復旧が完了し、「応急復旧を踏まえた本復旧対策の早期実
施に向けた検討を行うこと」を目的とした計３回の「生月大橋対
策検討委員会」での議論を経て、平成２２年６月末に本復旧工
事が完了した。
　今回のひびわれによるトラス部分の損傷については、これま
で損傷した部材の破断面調査を実施したが、原因究明までは
至っていない状況で、現在、原因究明のための詳細な調査を
実施している。今後の調査・検討を行うためには、高度な知識
と技術力が必要であるため、有識者の意見や指導を頂くことを
目的とした「生月大橋劣化予防保全検討委員会」の設立・運営
を行うものである。
　生月大橋は、平戸島と生月島を結ぶ渡海橋で、３径間連続ト
ラス橋としては、建設当時世界一の径間を誇っていた。本業務
を円滑に遂行するためには、このように特殊な橋梁である生
月大橋の構造や損傷状況から本復旧に至るまでの経緯、設
計手法に精通していなければならない。
　（株）長大は、過年度に実施した生月大橋の応急復旧と本復
旧の詳細設計及び本復旧工事の時に設立した「生月大橋検
討委員会」の運営も行っており、本業務に精通している。また、
現在実施している生月大橋の損傷原因究明業務も請負ってお
り、資料作成等の委員会の運営にも迅速に対応できる。
　以上の理由により、（株）長大が適当と判断した。

第167条の2
第1項第2号

※随意契約の限度額（予定価格）　①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥その他 100万円



部局名：土木部 H24.3.31 現在

番号 所管部局
所管課

（地方機関名）
契約締結日 契約の名称 契約金額（円） 契約の相手先、住所、氏名

随意契約とした理由
（具体的かつ詳細に記載）

地方自治法施行令
適用条項

平成２３年度　限度額を超えた随意契約一覧表

30 土木部 港湾課 H23.4.1
上五島空港照明施設
維持管理業務委託

1,039,500

長崎県南松浦郡新上五島町
有郷２７８０
株式会社　九電工　有川営
業所
所長　平瀬　研

当該業務は航空灯火施設の機能を常に完全な状態に保つこ
とにより、航空機の安全かつ安定した運航を確保することを目
的としている。航空灯火施設は飛行機の航行の援助、離陸及
び着陸を援助するために設置された施設であり、運行の安全
性、就航率の向上を確保するために必要な航空保安施設の
一つである。そのため、ひとたび施設に障害が発生し復旧が
遅れた場合には当該空港の運用に支障をきたすことになる。
航空灯火施設に障害が発生した場合には早急に臨時点検を
行うとともに復旧作業を実施する必要がある。そのため、島内
に営業所等を有しかつ多数の職員（電気工事士）を恒常的に
雇用している電気工事事業者でなければ本業務を遂行するこ
とは不可能である。さらに航空灯火施設は空港施設特有のも
のであるため、航空灯火施設の維持管理業務の実績がなく、
また航空灯火施設設置工事の施工実績が乏しい電気工事者
を競争参加させることは信頼性が最も重要とされる本業務の
性質上適さない。
以上のことを総合的に検討した結果、当該業務を受託可能な
電気工事者は、盆正月等の休日においても緊急時の対応が
可能な社員を島内に多数在中させ、本業務を長年受託し航空
灯火施設の機能を常に完全な状態に保ち続けた実績を有す
る（株）九電工しかいないため。

第１６７条の２
第１項　第２号

31 土木部 港湾課 H23.4.1
平成２３年度上五島
空港管理業務委託

4,500,000
長崎県南松浦郡新上五島町
青方郷１５８５－１
新上五島町長　井上　俊昭

当該業務には、航空機事故、ハイジャック等の緊急時におけ
る消化救難活動等への支援を含んでいるため、地元町に委託
する必要がある。

第１６７条の２
第１項　第２号

32 土木部 港湾課 H23.4.1
平成２３年度小値賀
空港管理業務委託

4,500,000
長崎県北松浦郡小値賀町笛
吹郷２３７６－１
小値賀町長　山田　憲道

当該業務には、航空機事故、ハイジャック等の緊急時におけ
る消化救難活動等への支援を含んでいるため、地元町に委託
する必要がある。

第１６７条の２
第１項　第２号

33 土木部 港湾課 H23.5.11
長崎港長期構想検討
業務委託

30,765,000

東京都港区赤坂3丁目3番地
5号　住友生命山王ビル8階
（社）日本港湾協会
会長　三村明夫

本業務の検討委員会での検討結果は、長崎港の港湾計画の
素案となり、これをもとに港湾計画を策定していくこととなる。そ
のため、この運営及び委員会への資料提示には港湾行政に
関する専門的な知見が十分必要であり、また、多岐に渡るメン
バーを取り仕切り、港湾計画変更の方向性を示す必要があ
る。そのため、港湾行政に精通し、かつ全国レベルで同種のノ
ウハウやデータを蓄積し、港湾にかかる政策研究・施策提言
等、港湾に関する幅広い活動を長年行っている唯一の団体で
ある（社）日本港湾協会しかないため。

第167条の2
第1項第2号

※随意契約の限度額（予定価格）　①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥その他 100万円



部局名：土木部 H24.3.31 現在

番号 所管部局
所管課

（地方機関名）
契約締結日 契約の名称 契約金額（円） 契約の相手先、住所、氏名

随意契約とした理由
（具体的かつ詳細に記載）

地方自治法施行令
適用条項

平成２３年度　限度額を超えた随意契約一覧表

34 土木部 港湾課 H23.7.11
長崎港物流戦略検討
調査業務委託

19,320,000

福岡県北九州市小倉北区大
手町11－4
財団法人　国際東アジア研
究センター
理事長　末吉　興一

東アジアとの近接性を生かした北部九州におけるシームレス
物流による東アジアとの物流モデルの最適化など実践的研究
を行い、「北部九州総合ロジスティックスに関する調査」等の諸
研究において、港湾関連企業の物流モデルの構築に係るオリ
ジナルデータを数多く保有し、地方では初めての総合的な物
流戦略の結果、「九州の成長戦略としてのアジア・ロジスティッ
クス・ゲートウェイ（H23.3）」なる提言を行い、港湾分野や国際
～国内間の総合物流の現状や動向に非常に造詣が深いと共
に、九経連などの産業界、企業や大学などの研究者に幅広い
人脈を有す、多年にわたり東アジアの経済・社会に関する学
術研究を行っている唯一の団体である（財）国際東アジア研究
センターしかないため。

第167条の2
第1項第2号

35 土木部 港湾課 H23.10.14
旅客昇降用施設（タ
ラップ）の購入

12,600,000

福岡県福岡市博多区沖浜町
14－1
カメリアライン株式会社
代表取締役社長　佐藤　潔

長崎ー上海航路開設に伴い、長崎港松が枝国際ターミナルに
タラップが必要となった。通常タラップは船舶建造時に合わせ
て製造される特別注文の一点ものであるが、今回就航予定の
船舶にはタラップが付随していないため、製造又は調達しなけ
ればならなくなった。県内の製造可能と思われる企業にタラッ
プ製造の可否について問い合わせたが製造は不可であった。
県内外において未利用のタラップを探したところ、博多港に拠
点を置くカメリアライン株式会社が所有していることが判明し
た。上海航路就航船舶との規格にも適応し、動作状況等も良
好である。また、製造を行うよりも調達の方が非常に安価であ
る。上記理由によりカメリアライン株式会社しかいないため。

第167条の2
第1項第2号

※随意契約の限度額（予定価格）　①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥その他 100万円



部局名：土木部 H24.3.31 現在

番号 所管部局
所管課

（地方機関名）
契約締結日 契約の名称 契約金額（円） 契約の相手先、住所、氏名

随意契約とした理由
（具体的かつ詳細に記載）

地方自治法施行令
適用条項

平成２３年度　限度額を超えた随意契約一覧表

36 土木部 港湾課 H23.10.27
連絡通路（エプロン
ルーフ）の購入

29,925,000
東京都墨田区向島3－4－2
有限会社　航空総合研究所
代表　大山　憲一

長崎港松が枝国際ターミナルに用いる連絡通路に求められる
機動性・収納性・通路空間内の快適性・外観等の条件を満足
し、また、最大の条件でもある安全性の観点からも、客船接岸
時に風速１５m/sに耐えうる製品を扱う企業は有限会社航空総
合研究所しかいないため。

第167条の2
第1項第2号

37 土木部 港湾課 H23.12.13
長崎県港湾施設管理
システム改修業務委
託

1,575,000
長崎市恵比寿町４－５
ＮＢＣ情報システム株式会社
代表取締役　平井　健司

本業務は、現在導入している長崎県港湾施設管理システムの
図面及びデータの追加・修正、並びにシステムの利便性向上
のためのプログラム保守・改修のため実施するものである。ま
た、今後、台帳図面関係も本システムで管理、利用していくた
め、本システムに取り込む必要があるが、本システムはＮＢＣ
情報システム株式会社による独自開発システムであり、本シ
ステムを熟知、精通している必要があるため。

第167条の2
第1項　第2号

38 土木部 港湾課 H23.12.26
船舶用昇降装置（タ
ラップその２）

3,150,000

山口県下関市東大和町1-
10-50
サンシャインフェリー株式会
社
代表取締役　坂井　憲夫

長崎－上海航路開設に伴い、長崎松が枝国際ターミナルにタ
ラップが必要となった。上海航路就航船舶の規格に合致する
タラップを探したところ、下関港に拠点を置く韓国籍の光陽フェ
リー株式会社が所有していることが判明した。光陽フェリーの
日本総代理店であるサンシャインフェリー株式会社が当該装
置の売却・譲渡及び処分に係る一切の権限を一任されてお
り、取扱業者が特定されているため。

第167条の2
第1項　第2号

※随意契約の限度額（予定価格）　①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥その他 100万円



部局名：土木部 H24.3.31 現在

番号 所管部局
所管課

（地方機関名）
契約締結日 契約の名称 契約金額（円） 契約の相手先、住所、氏名

随意契約とした理由
（具体的かつ詳細に記載）

地方自治法施行令
適用条項

平成２３年度　限度額を超えた随意契約一覧表

39 土木部 河川課 H23.4.1
平成23年度川谷堰堤
テンダーゲート現場管
理業務

1,005,125
(単価契約)

佐世保市水道事業及び下水
道事業
佐世保市八幡町4番8号
管理者　　川久保　昭

川棚堰堤は佐世保市の管理堰堤であり、テンダーゲート及び
これに付随する諸機械及び施設は長崎県が所有し、川谷堰堤
に設置しているものである。　　　　　　　　　テンダーゲート等の
操作は、長崎県が所管する治水に係る業務のためであり、佐
世保市水道局川谷ダム操作規程に基づき操作が行われる。
以上のことから契約の相手方は佐世保市に特定され、競争入
札に適さない。

第167条の2
第1項第2号

40 土木部 河川課 H23.9.12
長崎県河川砂防情報
システム監視・保守業
務委託

8,568,000

福岡市博多区上呉服町10番
1号
パナソニックシステムソリュー
ションジャパン㈱九州社
社長 　善明 啓一

本業務の保守を適切に行うことによりシステム異常の未然防
止、異常発生時の原因究明及び復旧を行うために、本システ
ムを熟知し、かつ著作権による制限を受けないことが必要であ
る。このことから本システムのソフト開発業者であり、システム
の内容・運用にも精通しているパナソニックシステムソリュー
ションジャパン㈱九州社と随意契約を行うため。

第167条の2
第1項第2号

41 土木部
河川課

（石木ダム建設事
務所）

H23.4.7
石木ダム資料作成
業務委託

1,995,000

大村市池田2丁目1311-3
財団法人　長崎県建設技術
研究センター
理事長　中村　正

　本業務は石木ダム計画について検証するために設けられた
「地方公共団体からなる検証の場」の事務運営等に用いる資
料の作成及びとりまとめ等を行うものであり、迅速な対応が要
求されることから、長崎県の土木行政を熟知、精通した土木行
政代行として信頼がおける機関が実施する必要がある。また、
22年度からの継続業務である。
随意契約の相手方である「(財)長崎県建設技術センター」は、
長崎県が設立した法人であり、これまで各土木機関より各種
説明会、委員会等を受託しているなど豊富な実績がある。特
に、本業務と密接に関係している「石木ダム周辺整備構想検
討委員会」、「川棚川水系河川整備警戒検討委員会」、「石木
ダム計画概要説明会」、「石木ダム環境影響評価準備書説明
会」及び「事業認定制度説明会」の運営を受託しており、業務
内容に精通しているため、実績、行政経験、業務継続性等か
ら運営事務業務である本業務の遂行に最も適している。

第167条の2
第1項第2号

42 土木部 建築課 H23.4.1
宅地建物取引業免許
事務等電算処理業務
委託

1,324,000

東京都港区虎ノ門3-8-21
財団法人　不動産適正取引
推進機構
理事長　板倉　英則

財団法人　不動産適正取引推進機構は、国及び47都道府県
の宅地建物取引業事務棟に関する電算処理業務を行ってい
る唯一の団体であるため。

第167条の2
第1項第2号

※随意契約の限度額（予定価格）　①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥その他 100万円



部局名：土木部 H24.3.31 現在

番号 所管部局
所管課

（地方機関名）
契約締結日 契約の名称 契約金額（円） 契約の相手先、住所、氏名

随意契約とした理由
（具体的かつ詳細に記載）

地方自治法施行令
適用条項

平成２３年度　限度額を超えた随意契約一覧表

43 土木部 建築課 H23.4.1

建築共用データベー
スシステム（台帳・帳
簿登録システム閲覧
システム）利用契約

3,657,780

東京都新宿区神楽坂一丁目
15番地
財団法人　建築行政情報セ
ンター
理事長　松野　仁

指定確認検査機関や、建築士、建築士事務所の指導監督、違
反建築物対策や既存建築物に係る各種定期報告・事故対応
など建築行政の的確化、迅速化のためには各機関をネット回
線で接続した共通のシステムが必要であり、ほかにこのような
システムを開発しているものはいないため。

第167条の2
第1項第2号

44 土木部 建築課 H23.4.1
平成２３年度構造計
算適合性判定業務

構造計算が大臣
認定プログラム
によって行われ
たもの
高度な判定を要
するもの
1,000㎡以内のも
の＠148,000
1,000㎡を超え、
2,000㎡以内のも
の@185,000
2,000㎡を超え、
10,000㎡以内の
もの＠203,000
10,000㎡を超え、
50,000㎡以内の
もの@258,000
50,000㎡を超える
もの@442,000
高度な判定を要
する以外のもの
1,000㎡以内のも
の＠162,000
1,000㎡を超え、
2,000㎡以内のも
の@183,000
2,000㎡を超え、
10,000㎡以内の
もの＠193,000
10,000㎡を超え、
50,000㎡以内の
もの@224,000
50,000㎡を超える
もの@327,000

東京都新宿区新宿二丁目1
番2号
株式会社　建築構造センター
代表取締役　田野邉　幸裕

建築基準法第18条の2第１項に基づき構造計算適合性判定を
実施するため、県が指定構造計算適合性判定機関として指定
したものであり、その他に指定した３機関とあわせ、それぞれ
の指定機関で適合性判定を行えるようにするものであり、性質
又は目的が競争入札に適さないため。

第167条の2
第1項第2号

※随意契約の限度額（予定価格）　①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥その他 100万円



部局名：土木部 H24.3.31 現在

番号 所管部局
所管課

（地方機関名）
契約締結日 契約の名称 契約金額（円） 契約の相手先、住所、氏名

随意契約とした理由
（具体的かつ詳細に記載）

地方自治法施行令
適用条項

平成２３年度　限度額を超えた随意契約一覧表

44の
続き

構造計算が大臣
認定プログラム
以外の方法で行
われたもの
高度な判定を要
するもの
1,000㎡以内のも
の＠216,000
1,000㎡を超え、
2,000㎡以内のも
の@290,000
2,000㎡を超え、
10,000㎡以内の
もの＠331,000
10,000㎡を超え、
50,000㎡以内の
もの@441,000
50,000㎡を超える
もの@813,000
高度な判定を要
する以外のもの
1,000㎡以内のも
の＠186,000
1,000㎡を超え、
2,000㎡以内のも
の@227,000
2,000㎡を超え、
10,000㎡以内の
もの＠249,000
10,000㎡を超え、
50,000㎡以内の
もの@311,000
50,000㎡を超える
もの@519,000

※随意契約の限度額（予定価格）　①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥その他 100万円



部局名：土木部 H24.3.31 現在

番号 所管部局
所管課

（地方機関名）
契約締結日 契約の名称 契約金額（円） 契約の相手先、住所、氏名

随意契約とした理由
（具体的かつ詳細に記載）

地方自治法施行令
適用条項

平成２３年度　限度額を超えた随意契約一覧表

45 土木部 建築課 H23.4.1
平成２３年度構造計
算適合性判定業務

構造計算が大臣
認定プログラム
によって行われ
たもの
高度な判定を要
するもの
1,000㎡以内のも
の＠148,000
1,000㎡を超え、
2,000㎡以内のも
の@185,000
2,000㎡を超え、
10,000㎡以内の
もの＠203,000
10,000㎡を超え、
50,000㎡以内の
もの@258,000
50,000㎡を超える
もの@442,000
高度な判定を要
する以外のもの
1,000㎡以内のも
の＠162,000
1,000㎡を超え、
2,000㎡以内のも
の@183,000
2,000㎡を超え、
10,000㎡以内の
もの＠193,000
10,000㎡を超え、
50,000㎡以内の
もの@224,000
50,000㎡を超える
もの@327,000

東京都港区赤坂八丁目5番
26号
日本ERI株式会社
代表取締役　中澤　芳樹

建築基準法第18条の2第１項に基づき構造計算適合性判定を
実施するため、県が指定構造計算適合性判定機関として指定
したものであり、その他に指定した３機関とあわせ、それぞれ
の指定機関で適合性判定を行えるようにするものであり、性質
又は目的が競争入札に適さないため。

第167条の2
第1項第2号

※随意契約の限度額（予定価格）　①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥その他 100万円



部局名：土木部 H24.3.31 現在

番号 所管部局
所管課

（地方機関名）
契約締結日 契約の名称 契約金額（円） 契約の相手先、住所、氏名

随意契約とした理由
（具体的かつ詳細に記載）

地方自治法施行令
適用条項

平成２３年度　限度額を超えた随意契約一覧表

45の
続き

構造計算が大臣
認定プログラム
以外の方法で行
われたもの
高度な判定を要
するもの
1,000㎡以内のも
の＠216,000
1,000㎡を超え、
2,000㎡以内のも
の@290,000
2,000㎡を超え、
10,000㎡以内の
もの＠331,000
10,000㎡を超え、
50,000㎡以内の
もの@441,000
50,000㎡を超える
もの@813,000
高度な判定を要
する以外のもの
1,000㎡以内のも
の＠186,000
1,000㎡を超え、
2,000㎡以内のも
の@227,000
2,000㎡を超え、
10,000㎡以内の
もの＠249,000
10,000㎡を超え、
50,000㎡以内の
もの@311,000
50,000㎡を超える
もの@519,000

※随意契約の限度額（予定価格）　①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥その他 100万円



部局名：土木部 H24.3.31 現在

番号 所管部局
所管課

（地方機関名）
契約締結日 契約の名称 契約金額（円） 契約の相手先、住所、氏名

随意契約とした理由
（具体的かつ詳細に記載）

地方自治法施行令
適用条項

平成２３年度　限度額を超えた随意契約一覧表

46 土木部 建築課 H23.4.1
平成２３年度構造計
算適合性判定業務

構造計算が大臣
認定プログラム
によって行われ
たもの
高度な判定を要
するもの
1,000㎡以内のも
の＠148,000
1,000㎡を超え、
2,000㎡以内のも
の@185,000
2,000㎡を超え、
10,000㎡以内の
もの＠203,000
10,000㎡を超え、
50,000㎡以内の
もの@258,000
50,000㎡を超える
もの@442,000
高度な判定を要
する以外のもの
1,000㎡以内のも
の＠162,000
1,000㎡を超え、
2,000㎡以内のも
の@183,000
2,000㎡を超え、
10,000㎡以内の
もの＠193,000
10,000㎡を超え、
50,000㎡以内の
もの@224,000
50,000㎡を超える
もの@327,000

東京都千代田区神田六丁目
1番8号
財団法人　日本建築センター
理事長　立石　眞

建築基準法第18条の2第１項に基づき構造計算適合性判定を
実施するため、県が指定構造計算適合性判定機関として指定
したものであり、その他に指定した３機関とあわせ、それぞれ
の指定機関で適合性判定を行えるようにするものであり、性質
又は目的が競争入札に適さないため。

第167条の2
第1項第2号

※随意契約の限度額（予定価格）　①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥その他 100万円



部局名：土木部 H24.3.31 現在

番号 所管部局
所管課

（地方機関名）
契約締結日 契約の名称 契約金額（円） 契約の相手先、住所、氏名

随意契約とした理由
（具体的かつ詳細に記載）

地方自治法施行令
適用条項

平成２３年度　限度額を超えた随意契約一覧表

46の
続き

構造計算が大臣
認定プログラム
以外の方法で行
われたもの
高度な判定を要
するもの
1,000㎡以内のも
の＠216,000
1,000㎡を超え、
2,000㎡以内のも
の@290,000
2,000㎡を超え、
10,000㎡以内の
もの＠331,000
10,000㎡を超え、
50,000㎡以内の
もの@441,000
50,000㎡を超える
もの@813,000
高度な判定を要
する以外のもの
1,000㎡以内のも
の＠186,000
1,000㎡を超え、
2,000㎡以内のも
の@227,000
2,000㎡を超え、
10,000㎡以内の
もの＠249,000
10,000㎡を超え、
50,000㎡以内の
もの@311,000
50,000㎡を超える
もの@519,000

※随意契約の限度額（予定価格）　①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥その他 100万円



部局名：土木部 H24.3.31 現在

番号 所管部局
所管課

（地方機関名）
契約締結日 契約の名称 契約金額（円） 契約の相手先、住所、氏名

随意契約とした理由
（具体的かつ詳細に記載）

地方自治法施行令
適用条項

平成２３年度　限度額を超えた随意契約一覧表

47 土木部 建築課 H23.4.1
平成２３年度構造計
算適合性判定業務

構造計算が大臣
認定プログラム
によって行われ
たもの
高度な判定を要
するもの
1,000㎡以内のも
の＠148,000
1,000㎡を超え、
2,000㎡以内のも
の@185,000
2,000㎡を超え、
10,000㎡以内の
もの＠203,000
10,000㎡を超え、
50,000㎡以内の
もの@258,000
50,000㎡を超える
もの@442,000
高度な判定を要
する以外のもの
1,000㎡以内のも
の＠162,000
1,000㎡を超え、
2,000㎡以内のも
の@183,000
2,000㎡を超え、
10,000㎡以内の
もの＠193,000
10,000㎡を超え、
50,000㎡以内の
もの@224,000
50,000㎡を超える
もの@327,000

大阪府大阪市中央区北浜三
丁目7番12号
株式会社　国際確認検査セ
ンター
代表取締役　山田　耕藏

建築基準法第18条の2第１項に基づき構造計算適合性判定を
実施するため、県が指定構造計算適合性判定機関として指定
したものであり、その他に指定した３機関とあわせ、それぞれ
の指定機関で適合性判定を行えるようにするものであり、性質
又は目的が競争入札に適さないため。

第167条の2
第1項第2号

※随意契約の限度額（予定価格）　①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥その他 100万円



部局名：土木部 H24.3.31 現在

番号 所管部局
所管課

（地方機関名）
契約締結日 契約の名称 契約金額（円） 契約の相手先、住所、氏名

随意契約とした理由
（具体的かつ詳細に記載）

地方自治法施行令
適用条項

平成２３年度　限度額を超えた随意契約一覧表

47の
続き

構造計算が大臣
認定プログラム
以外の方法で行
われたもの
高度な判定を要
するもの
1,000㎡以内のも
の＠216,000
1,000㎡を超え、
2,000㎡以内のも
の@290,000
2,000㎡を超え、
10,000㎡以内の
もの＠331,000
10,000㎡を超え、
50,000㎡以内の
もの@441,000
50,000㎡を超える
もの@813,000
高度な判定を要
する以外のもの
1,000㎡以内のも
の＠186,000
1,000㎡を超え、
2,000㎡以内のも
の@227,000
2,000㎡を超え、
10,000㎡以内の
もの＠249,000
10,000㎡を超え、
50,000㎡以内の
もの@311,000
50,000㎡を超える
もの@519,000

48 土木部 建築課 H23.4.1
23委託　平成23年度
営繕積算システム等
整備業務委託

2,305,275

東京都港区西新橋3-25-33
ＮＰ御成門ビル
財団法人　建築コスト管理シ
ステム研究所
理事長　清水　令一郎

営繕積算システムは国土交通省と（財）建築コスト管理システ
ム研究所が共同で開発管理しており、保守管理等を行える唯
一の団体。

第167条の2
第1項第2号

※随意契約の限度額（予定価格）　①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥その他 100万円



部局名：土木部 H24.3.31 現在

番号 所管部局
所管課

（地方機関名）
契約締結日 契約の名称 契約金額（円） 契約の相手先、住所、氏名

随意契約とした理由
（具体的かつ詳細に記載）

地方自治法施行令
適用条項

平成２３年度　限度額を超えた随意契約一覧表

49 土木部 住宅課 H23.4.1

平成23年度県営住宅
管理システム維持に
必要な運用支援及び
技術支援業務委託契
約

9,450,000
長崎市恵美須町4-5
ＮＢＣ情報システム株式会社
代表取締役　平井　健司

本システムを開発した同社以外に約12,000戸の県営住宅管理
を円滑に処理することは困難と思われる。また、新年度の運用
にあたっても業務全体の内容把握、バックアップ体制等を考え
た場合、現在の県営住宅管理システムの維持について、的確
かつ迅速に対応できるものは本システムの開発、維持、保守
管理、改修に至るまで担ってきたＮＢＣ情報システム㈱をおい
て他にはない。

第167条の2
第1項第2号

50 土木部 住宅課 H23.4.1
県営住宅火災共済掛
金

18,823,165

東京都港区虎ノ門2-3-17
社団法人　全国公営住宅火
災共済機構
理事長　河崎　広二

契約の相手方である全国公営住宅火災共済機構は、地方自
治法第２６３条の２に基づく委託を受けて相互救済事業を行っ
ている。火災等損害が生じた場合、本共済により復旧費を全
額カバーできるうえ、消火器や火災警報機の設置等住宅防火
施設を整備する際にも補助事業も利用できる。
以上のことから（社）全国住宅共済機構と随意契約を行う。

第167条の2
第1項第2号

51 土木部 住宅課 H23.4.15
県営住宅家賃返還額
算定業務委託

3,486,000
長崎市恵美須町4-5
ＮＢＣ情報システム株式会社
代表取締役　平井　健司

○　県営住宅の家賃算定については、公営住宅法により規定
された方法により計算されるが、今回、約1500戸の住戸につ
いて、その専用面積の誤算定により、平成１０年度以降の家
賃算定に誤りがありうち661戸で過大徴収であることが判明し
た。
家賃算定に誤りのあった住戸については、正しい家賃を算定・
賦課するとともに、過大徴収分については、速やかな事務処
理が求められている。
○ 今回の随意契約を締結するにあたっては、ＮＢＣ情報シス
テム(株)以外のものに契約の履行が可能でないか検討した
が、「制度改正や各種措置による経過措置があり、家賃計算
が非常に複雑であること」、「現在運用している住宅管理シス
テムから入居者や家賃計算に必要な住戸情報等の抽出が必
要なこと」、「新規業者では早急な対応ができないこと」により、
「県営住宅管理システム」の維持管理業務を委託している同社
以外では、業務遂行が困難であると思われる。
○　以上により家賃算定誤りに伴う正規家賃算定業務の委託
先については、同システムの開発、維持、保守管理、改修に至
るまで担ってきたＮＢＣ情報システム㈱をおいて他にはない。

第167条の2
第1項　第2号

※随意契約の限度額（予定価格）　①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥その他 100万円



部局名：土木部 H24.3.31 現在

番号 所管部局
所管課

（地方機関名）
契約締結日 契約の名称 契約金額（円） 契約の相手先、住所、氏名

随意契約とした理由
（具体的かつ詳細に記載）

地方自治法施行令
適用条項

平成２３年度　限度額を超えた随意契約一覧表

52 土木部 住宅課 H23.5.31

平成23年度木造住宅
総合対策事業業務
（第13回長崎県木造
住宅コンクール）

6,000,000

長崎県元船町７－１
（財）長崎県住宅・建築総合
センター
理事長　宮原　和明

今回の契約は、良質な木造住宅の供給促進のための普及啓
発の一環として、住宅関係技術者の技術向上を図ることを目
的に木造住宅コンクールを開催する。
県下から広く募集をするため、建築の専門知識を有しかつ公
平な立場で業務を執行できる機関は長崎県住宅・建築総合セ
ンターをおいて他にはない。

第167条の2
第1項　第2号

53 土木部 住宅課 H23.6.1
平成23年度耐震・安
心住まいづくり支援事
業相談業務

1,246,525

長崎市元船町１７－１
（財）長崎県住宅・建築総合
センター
理事長　宮原　和明

住宅の耐震化に関する相談業務を的確に実施するためには、
広範な建築知識に対する専門性、建築業界に対する公平性を
担保できることが最も重要である。（財）長崎県住宅・建築総合
センターは、県民に対して住宅・建築などに関する知識の普
及、住宅・建築技術者に対して関連情報の提供をするなどの
目的を持っている。専門かつ公平な立場で業務を執行できる
機関は、長崎県住宅・建築センターをおいて他にはない。

第167条の2
第1項　第2号

54 土木部 住宅課 H23.9.6

平成２３年度木造住
宅総合対策事業「住
生活月間イベント・住
宅フェア開催運営補
助業務」

3,562,249
長崎市茂里町3-2
長崎文化放送株式会社
代表取締役　前原　晃昭

本業務は、10月の住生活月間に合わせて、住まいや、暮らし
に関する県の事業やイベント行事、各種制度、施策、相談窓
口の紹介など県民に役立つ情報を提供するイベント（住宅フェ
ア）を開催するものである。
3社による住宅フェアの企画・運営及び、事務局の運営補助に
関する業者企画提案プレゼンを行い、県民に最も情報を提供
できる提案をした業者を１社選定し、契約を行ったため。

第167条の2
第1項　第2号

55 土木部 住宅課 H24.3.12
平成23年度　住宅の
耐震化等に関する情
報提供業務

3,398,021
長崎市茂里町3-1
株式会社　アド長崎新聞
代表取締役　松江　健次郎

本業務は、県民対して住宅の耐震診断等の多岐に渡る住宅
施策の広報を行うために折り込み広告等による情報提供を行
うものである。
業者の選定にあたっては、５社からの企画提案書等の提出
後、選定委員会による選定を経て、広く県民の目に届き、保存
性の高い広報媒体、広報手法が提案された業者と契約を行っ
たため。

第167条の2
第1項　第2号

※随意契約の限度額（予定価格）　①工事又は製造の請負 250万円、②財産の買入れ 160万円、③物件の借入れ 80万円、④財産の売払い 50万円、⑤物件の貸付け 30万円、⑥その他 100万円


